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１ 商工業の状況 

（１）商 業（卸・小売業） 

   管内の商業（卸・小売業）の状況は、令和３年経済センサス活動調査によると、事業所数

は5,732所（全県比25.2％）、従業者数は46,102人（同26.9％）、商品販売額は18,679億円（同

33.5％）である。 

  年  

区 分 

平成 28 年 令和３年 

事業所数 

（所） 

従業者数 

（人） 

商品販売額 

（億円） 

事業所数 

（所） 

従業者数 

（人） 

商品販売額 

（億円） 

管 内 6,380 48,642 19,994 5,732 46,102 18,679 

全 県 24,779 174,745 58,463 22,746 171,292 55,746 

対全県比(％) 25.7 27.8 34.2 25.2 26.9 33.5 

出典：平成 28 年経済センサス活動調査結果（卸売業・小売業）統計表 

令和３年経済センサス活動調査 産業別集計（卸売業、小売業）統計表（全数編） 

注 ：令和３年調査は「国税庁法人番号サイト」情報を加えた調査名簿のため、平成 28 年調査

と単純比較できない。商品販売額は、記載年の前年の数値 

 

（２）大規模小売店舗の立地状況 

   令和７年３月末現在の管内の大規模小売店舗（大型店）の店舗面積割合は94.2％となって

いる。 

区 分 

地 区 

小 売 業 
売場面積(㎡) 

【Ａ】 

大規模小売店舗 

店 舗 数 
店舗面積(㎡) 

【Ｂ】 

面積割合(％) 

【Ｂ/Ａ】 

管 内 600,384 151 565,618 94.2 

全 県 2,650,328 571 2,284,010 86.2 

注：大規模小売店舗とは、大規模小売店舗立地法の対象店舗（店舗面積1,000㎡超） 

 

【参考】長野管内の大規模小売店舗数及び店舗面積（令和７年３月末現在） 

 長野市 須坂市 千曲市 坂城町 小布施町 信濃町 計 

店舗数 114 14 17 ４ １ １ 151 

面積(㎡) 383,195 115,786 52,350 9,784 3,233 1,270 565,618 

 

（３）工 業 

   管内の工業の状況は、2023経済構造実態調査によると、事業所数は1,275所（全県比20.7％）、

従業者数は42,978人(同20.8％)、製造品出荷額等は14,185億円(同19.9％)であり、製造品出

荷額等は前年比9.6％（1,244億円）増となっている。 

  年  

区 分 

令和４年 令和５年 

事業所数 
従業者数 

（人） 

製造品 

出荷額等 

（億円） 

事業所数 
従業者数 

（人） 

製造品 

出荷額等 

（億円） 

管 内 1,275 42,737 12,942 1,275 42,978 14,185 

全 県 6,123 203,820 66,464 6,148 206,238 71,392 

対全県比(％) 20.8 20.9 19.5 20.7 20.8 19.9 

出典：2023年経済構造実態調査 

注 ：製造品出荷額等は記載年の前年の数値 
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【管内工業の推移（平成 26 年～令和５年）】 

 

 

（４）商業・工業の市町村別内訳 

区 分 

 

市町村 

商    業（卸・小売業） 工    業 

事業所数 

（所） 

従業者数 

（人） 

商品 

販売額 

（億円） 

事業所数 

（所） 

従業者数 

（人） 

製造品 

出荷額等 

（億円） 

長 野 市 4,212 36,123 16,256 575 20,729 6,457 

須 坂 市 487 3,447 810 195 6,286 1,676 

千 曲 市 565 4,046 1,122 249 6,945 2,373 

坂 城 町 111 670 166 134 6,115 2,827 

小 布 施 町 134 772 126 32 593 96 

高 山 村 38 195 89 34 869 261 

信 濃 町 82 419 55 30 849 325 

飯 綱 町 70 319 47 17 459 130 

小 川 村 33 111 8 9 133 41 

管 内 計 5,732 46,102 18,679 1,275 42,978 14,185 

県   計 22,746 171,292 55,746 6,148 206,238 71,392 

出典：（商業）令和３年経済センサス活動調査 産業別集計（卸売業、小売業）統計表（全数編） 

商品販売額は、記載年の前年の数値 

（工業）2023年経済構造実態調査、製造品出荷額等は記載年の前年の数値 

  

事業所数（所） 

従業者数（人） 

出荷額等（億円） 

9,156 9,868 11,611 11,285 12,015 12,443 12,378 11,840 12,942 14,185 

1,133 1,115 1,186 
1,077 1,057 1,018 1,008 1,006 

1,275 1,275 

39,452 39,310 39,431 
41,373 41,958 41,875 41,848 40,487 

42,737 42,978 

0
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２ 景気・雇用情勢 

（１）倒産件数・負債総額の状況（負債総額1,000万円以上） 

管内の令和６年の倒産状況は、倒産件数 27 件、負債総額 48.6 億円と前年比で件数、負債

総額ともに増加した。そのうち、１億円を超える倒産は９件（製造業３件、運輸・サービス業

６件）であった。 

暦  年 令和５年 令和６年 

区  分 全県 管内 全県 管内 

件  数 
73 

（+３件） 

20 

(＋５件) 

101 

（+28 件） 

27 

(＋７件) 

 

内 

訳 

製造業 13 3 24 3 

販売業 12 3 21 0 

建設業 13 5 16 0 

運輸・サービス業 35 9 40 24 

負債総額 

（億円） 

162.7 

（+34.8 億円） 

27.6 

(＋14.2 億円) 

189.2 

（+26.5 億円） 

48.6 

(＋21 億円) 

１件あたりの負債総額 

（億円） 

2.2 

（＋0.4 億円） 

1.4 

(＋0.5 億円) 

1.9 

（-0.3 億円） 

1.8 

(＋0.4 億円) 

注：（ ）内は対前年比 

 

（２）雇用情勢(有効求人倍率の推移) 

管内の有効求人倍率は、令和４年12月にはコロナ禍以降の最高値となる1.6倍まで上昇した

が、その後徐々に低下し、現在は1.3倍前後を推移している。 

【有効求人倍率の推移】 

注：管内数値は、長野、篠ノ井、須坂の各職業安定所の有効求人数及び有効求職者数の合計値

から算出。新規学卒は除く。 

全国及び全県の有効求人倍率は、季節的特殊要因を除いた季節調整値である一方、管内の

数値は、季節調整を行っていない実数値である。 
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（３）就職困難者の就業支援 

就職に困難を抱える多様な求職者（子育て・介護中の女性、障がい者、若者、引きこもり状 

態にある方等）に寄り添った相談支援を行うため、「地域就労支援センター」を設置し、就業

に関する悩み等に対して寄り添った伴走型支援を実施している。 

区 分 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

管内 全県 管内 全県 管内 全県 

相談実人員（人） 652 2,572 459 2,139 541 1,700 

延べ相談件数（件） 1,129 5,086 3,729 10,169 3,415 11,385 

就 職 者 数 （ 人 ） 50 327 135 395 140 376 

注：令和４年度は就労支援員による支援数。令和５年度、６年度は、事業委託先のアデコ

（株）の集計による。 

 

３ 融資あっせんの状況 

令和６年度の管内における中小企業融資制度資金の利用状況は、燃料・原材料費の高騰、急

激な為替変動などの影響を受けている中小企業向けの下支え資金として令和５年 12 月に新設

された物価高対策（経営健全化支援資金)の利用件数が全体の約３割りを占めた。次いで、前向

きな資金需要に係る創業支援（信州創生推進資金）の利用が多かった。 

一方、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、資金繰りに苦しむ中小企業に対する資金は、

５類移行後の経済活動の再開に伴い減少した。 

資金区分 
令和５年度 令和６年度 前年度比（％） 

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額 

小規模企業発展資金 ５ 16,680  ５ 23,500 100.0 140.9 

経
営
健
全
化
支
援
資
金 

経営安定対策 ７ 60,730 ７ 107,820 100.0 177.5 

特別経営安定対策 ６ 97,000 ５ 113,630 83.3 117.1 

防災・安全対策 ０ ０ ０ ０ - - 

災害対策 ０ ０ ０ ０ - - 

物価高対策注１ ７ 189,770 227 3,983,400 3242.9 2099.1 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策注２ 362 5,476,310   皆減 皆減 

新型ｺﾛﾅ向け伴走支援型注３ 650 10,211,960 211 3,420,250 32.5 33.5 

新型ｺﾛﾅ借換向け注４   80 1,669,270 皆増 皆増 

信
州
創
生
推
進
資
金 

創業支援向け 121 599,620 98 470,270 81.0 78.4 

事業承継向け 12 175,340 12 249,250 100.0 142.2 

IT 産業向け ５ 34,260 ５ 35,300 100.0 103.0 

事業展開・物流改革向け 18 590,440 25 366,750 138.9 62.1 

地域活性化向け ０ ０ ３ 125,500 皆増 皆増 

企業立地向け ０ ０ １ 30,000 皆増 皆増 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ・次世代産業向け ０ ０ ０ ０ - - 

海外展開向け ０ ０ ０ ０ - - 

経営改善サポート ８ 152,500 53 1,450,890 662.5 951.4 

管 内 合 計 1,201 17,604,610 732 12,045,830 60.9 68.4 

全 県 合 計 5,194 74,315,930 3,618 55,099,995 69.7 74.1 

注１：令和５年 12 月創設 

注２：令和６年３月廃止 

注３：令和６年６月廃止 

注４：令和６年７月創設 
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４ 中小企業等の事業活動支援 

（１）経営革新の支援 

中小企業等経営強化法に基づき、管内企業の経営革新計画（新商品の開発、生産性の向上

等）を承認し、低利融資や補助制度等の利用を促すことにより、経営革新を支援している。 

【経営革新計画の承認実績】 

区  分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

承認件数 18 件 21 件 ７件 

業種別 

内 訳 

製造業 ９件 10 件 １件 

サービス業 １件 ４件 ０件 

その他 ８件 ７件 ６件 

注：制度開始の平成 11 年度からの累計承認件数：465 件（令和７年３月 31 日現在） 

 

（２）技術開発等の支援 

技術開発支援制度の周知等を行い、関係支援機関と連携し、中小企業の技術開発や提案力

向上等を支援している。 

【令和６年度管内企業補助金採択実績】 

補助制度の名称 採択実績 

成長産業支援事業（産業技術課） ５件 

コンソーシアム活用型ＩＴビジネス創出支援事業（産業立地・ＩＴ振興課） ４件 

 

（３）新規創業等の支援 

新規創業や創業から間もない企業の自立と経営の安定を図るため、長野県創業支援センタ

ー(インキュベート施設)や、中小企業融資制度資金（創業支援資金）のあっせん、創業認定に

よる創業等応援減税の活用促進による相談・支援に努めている。 

内  容 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

創業等応援減税制による創業認定（管内実績） 56件 49件 36件 

注：認定制度開始の平成18年度からの累計認定件数：601件（令和７年３月31日現在） 

 

（４）地域企業のＤＸ支援 

長野地域産業の生産性向上やビジネスモデルの変革等を図るため、セミナーの開催、ＤＸ

専門家による伴走型支援等を通じ、企業のＤＸ化の取組を支援している。 

内  容 令和５年度 令和６年度 

ＤＸセミナー開催 29名参加 40名参加 

ＤＸ専門家派遣による伴走型支援 ５社 ３社 

 

（５）伝統的工芸品の振興 

「長野県の美しい伝統的工芸品を未来につなぐ条例」の趣旨に添い、長野地域の伝統的工

芸品の価値や魅力を広く発信している。 

【令和６年度の実績】 

内 容 実績等 

「産業フェアin信州2024」出展 
・令和６年10月25日～26日（長野市ビッグハット） 

・ブース来場者：130名、松代焼作陶体験：５組10名参加 

長野合同庁舎県民ロビーにおける

伝統的工芸品の展示 
・展示期間：令和６年９月～令和７年３月（７か月） 

注：主な伝統的工芸品：【国指定】信州打刃物 【県指定】信州竹細工・信州手描友禅・松代焼 
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５ 工場立地・企業誘致の状況 

（１）工場立地動向（1,000㎡以上の工場用地取得企業を対象） 

区分 
令和４年 令和５年 令和６年 

件 数 面積(ha) 件 数 面積(ha) 件 数 面積(ha) 

管内(a) 5 10.6 ０ ０ ２ X 

県内(b) 32 36.6 20 18.2 21 22.6 

(a)/(b) 15.6% 29.0% ０ ０ 9.5% X 

注：工場立地動向調査は、経済産業省が、事業者の工場建設目的の用地取得を対象に、毎年実

施している。 

統計法に基づく情報保護の観点から、回答を行った事業者が特定され、個別情報が判明す

る可能性がある数値については、秘匿処理（X）を行っている。 

 

（２）企業誘致に係る支援 

長野県産業投資応援条例（助成金、不動産取得税の課税免除）及び地域未来投資促進法（不

動産取得税の課税免除等）に基づく支援を実施している。 

区 分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

助成金（長野県産業投資応援助成金の事業認定） ３件 １件 １件 

不動産取得税 

の課税免除 

長野県産業投資応援条例に基づく承認 ０件 ０件 １件 

地域未来投資促進法に基づく承認 ３件 ９件 ４件 

 

（３）ＩＴ企業誘致に係る支援 

信州ＩＴバレー構想に基づき、ＩＴ企業の誘致・集積を図るため､ＩＣＴ産業立地助成金

（建物・設備機器等の取得費用・賃借料、雇用人数に応じて決定)による支援を実施してい

る。 

区 分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ICT産業立地助成金 

事業認定 

管内 ４件（13件） ４件（17件） １件（18件） 

県内 ９件（22件） ９件（31件） ３件（34件） 

注：（ ）内は制度開始の平成27年度からの累計認定件数 

 

（４）地域特性を生かした投資促進 

地域内の投資促進を図り地域経済の好循環を実現するため、地域未来投資促進法に基づ

き、第２期長野地域基本計画（管内８市町村、坂城町は上田地域基本計画）、第２期千曲市

地域基本計画が新たに策定され、令和６年３月22日に国の同意を得ている。 

この基本計画に沿って、事業者が策定する「地域経済牽引事業計画（地域の特性を生かし

た成長性の高い新たな分野に挑戦する事業等）」を県が承認し、税制(不動産取得税の免除

等)や金融支援により事業者の取組を後押ししている。 

【地域経済牽引事業計画の管内承認実績】 

区分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

承認件数 ４件 ９件 ４件 

注：制度開始の平成 29 年度からの累計件数：35 件（令和７年３月 31 日現在） 
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６ 産業保安の確保 

法令に基づき、立入検査、保安検査及び許認可事務等を行い、火薬類、武器（猟銃等）、高

圧ガス、ＬＰガス、電気工事に係る保安確保を図っている。 

【令和６年度の実績】 

法令区分 
対象事業所数 

（所） 

立入検査数 

（件） 

保安検査数 

（件） 

許認可等 

処理数（件） 

火 薬 類 79 50 10 17 

武  器 4 4 － 0 

高圧ガス 841 37 16 106 

ＬＰガス 319 51 12 116 

電気工事 458 28 － 129 

注：対象事業所数は延べ数 

 

７ 観光地利用者数及び消費額の状況 

令和５年の管内の観光地利用者数は約1,258万人（対前年比78.3%）、消費額は約583億円（対

前年比82.0%）と善光寺御開帳が開催された令和４年から減少となった。 

出典：長野県観光地利用者統計調査 
   注 ：四捨五入の関係上、合計に不一致がある。 

 

【管内観光地利用者数・消費額の推移（平成25年～令和５年）】 

 

市  町  村 消費額 消費額
県内 県外 (百万円) 県内 県外 (百万円)

長 野 市 12,767 5,940 6,827 56,683 8,985 4,494 4,491 41,046 70.4% 72.4%

須 坂 市 749 493 256 2,114 753 465 288 2,391 100.5% 113.1%

千 曲 市 971 501 470 5,110 1,103 516 586 6,573 113.6% 128.6%

坂 城 町 31 26 5 6 26 22 4 6 83.9% 100.0%

小 布 施 町 109 33 76 143 127 89 38 199 116.5% 139.2%

高 山 村 366 194 172 1,428 391 205 186 1,558 106.8% 109.1%

信 濃 町 776 433 343 4,549 907 501 405 5,461 116.9% 120.0%

飯 綱 町 283 226 57 1,013 281 225 57 1,008 99.3% 99.5%

小 川 村 11 6 6 96 13 6 7 89 118.2% 92.7%

管 内 計 a 16,062 7,851 8,211 71,142 12,584 6,523 6,061 58,331 78.3% 82.0%

(全県比 a/b) (21.3%) (28.2%) (17.2%) (25.4%) (15.7%) (22.4%) (11.9%) (18.9%) - -

全 県 b 75,447 27,836 47,610 280,365 80,202 29,174 51,027 308,952 106.3% 110.2%

令和４年
観光地利用者数(千人) 観光地利用者数(千人)

令和５年 前年比

利用者 消費額

千人 

億円 
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８ 主な観光振興事業の取組状況 

（１）サイクルツーリズムの推進 

長野地域の充実したサイクリングインフラ（レンタサイクル、サイクリングコース）を活

かした観光誘客を推進し、観光客の移動手段の充実（公共交通機関の補完）、環境負荷の少な

い持続可能な観光地域づくりを推進している。 

【令和６年度の実績】 

内 容 実績等 

広域サイクリングモデルコース

作成 

・作成数：５コース 

・ルート内管内市町村：長野市、須坂市、千曲市、 

小布施町、高山村、信濃町、飯綱町 

「CYCLE MODE RIDE OSAKA 

2025」出展 

・日程：令和７年３月１日（土）、２日（日） 

・ブース来場者：440名（アンケート回答者） 

 

（２）ワインツーリズムの推進 

地域の新たな特徴（地域資源）になりつつあるワインを核に、着地型観光としてワインツ

ーリズムの推進を図るとともに、千曲川ワインバレー産ワインの振興を図る。 

【令和６年度の実績】 

内 容 実績等 

「ワイン用ぶどうの収穫体

験」と「宿泊」を伴う旅行商

品の造成 

・商品造成地域：５地域 

収穫体験＋宿泊｜長野市（信州新町）、須坂市 

収穫体験のみ ｜長野市（浅川）、千曲市、高山村 

・参加者数：22名 

WEB広告の出稿 

・出稿媒体：Google、Facebook、Instagram 

・出稿期間：30日間（令和６年９月13日～10月12日） 

・効  果：広告表示回数｜1,019,498回 

クリック数 ｜   17,041回 

 

（３）体験型観光のＰＲ 

観光誘客数及び観光消費額の増加を図るため、国内外観光客に対し、長野地域の特徴ある

観光資源情報等を発信している。 

【令和６年度の実績】 

内 容 実績等 

Instagramを活用した情報

発信 

・投稿動画本数：13本 

・総再生回数：約66.7万回 

・内容：観光客の誘致や滞在期間の延長を図るため、長野地域

の自然、文化、グルメ、宿泊、体験アクティビティの

魅力を、Instagramのショート動画を通じて発信 

WEB広告の出稿 

・出稿媒体：Google、Instagram 

・出稿日数：64日間（令和６年12月15日～令和７年２月16日） 

・効  果：広告表示回数｜671,339回 

クリック数 ｜ 13,450回 
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（４）長野地域観光戦略会議の開催 

関係機関（市町村・観光協会等）と連携した観光誘客及び広域観光の推進を図るため、各

団体における取組、課題及び方向性等について意見交換を実施している。 

  【令和６年度の実績】 

開催日 令和６年 12 月３日（火） 

参加者 管内の市町村、観光協会、鉄道事業者等 32名 

内 容 

・観光関係データの利活用、長野地域の観光資源の状況について意見交換 

・講 演：Instagram のフォロワー獲得のためのテクニック等について 

講 師：合同会社 LocaLink  代表 永井 心 氏 

 

（５）プロスポーツチームとの連携・協働 

長野パルセイロトップチームとの連携・協働により、長野地域の魅力発信及び長野地域振

興局の各種取組等のPRを実施している。 

  【令和６年度の実績】 

内 容 実績等 

ホーム試合での 

長野地域の魅力発信 

・実施日：2024年８月24日（土）大宮アルディージャ戦 

・内 容：長野Uスタジアム外周にブース設置し、長野地域の魅力PR等

を実施（ブース来場者500名） 

スタジアム入場者に観光、果物パンフレット配布（配布

数：3000名分） 

アウェイ試合での 

長野地域の魅力発信 

・内 容：スタジアム入場者に観光、果物パンフレット配布 

・配布数：1,000名分（５試合×200名分） 

 

９ 観光客の安全対策 

（１）主要観光地、スキー場の安全対策 

夏季は主要観光地、冬季はスキー場の現地パトロールを実施し、観光客の安全対策及び施設

等の管理状況、関係機関との連絡体制等を確認している。 

【令和６年度の実績】 

実施区分 実施時期 実  施  内  容 参 集 機 関 等 

夏の観光地

パトロール 

令和６年 

６月19日～ 

７月５日 

夏季の観光客の入込が多い屋外観光施設

の遊具や設備等の点検を行い、危険箇所

は安全対策を講じるよう施設管理者に要

請（管内10箇所） 

施設管理者 

県、市町村の関係機関 

地元警察署、消防署 

冬の観光客 

安全対策 

連絡会議 

令和６年 

11月８日 

管内スキー場の事業者及び関係行政機関

を参集し、前年度の事故発生状況、今期の

予防策案等の情報交換 

スキー場管理者 

国、県、市町村の関係機

関 

スキー場 

パトロール 

令和７年 

１月７日～ 

１月23日 

スキー場における事故防止対策や緊急時

の救助体制等についての調査点検（管内ス

キー場５箇所、うち２箇所は自主点検） 

スキー場管理者 

県、市町村の関係機関 

地元警察署、消防署 

山岳安全対

策 
随時 

・登山道の現地調査 

・登山者に対する指導・啓発、登山相談所

の開設 

・タケノコ狩りによる遭難防止指導・啓発 

戸隠地区・須高地区山岳

遭難防止対策協会 等 
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（２）登山計画書回収事務費の補助 

地区山岳遭難防止対策協会及び市町村が行う登山ポストからの登山計画書回収事務に要する

経費に対して、補助金を交付している。 

【令和６年度の実績】 

補助事業者等 補助額 

長野市 82,000円 

信濃町 100,000円 

 

10 長野地域 産業・雇用 総合サポートセンターの取組 

新型コロナウイルス感染拡大により経済的影響を受けている管内事業者が必要な支援を受け

られるよう、国・県の産業・雇用支援施策について、相談から支援策の紹介、申請書の作成・

提出までをトータルで支援するため、令和２年６月に長野地域 産業・雇用 総合サポートセン

ターを設置している。 

【令和６年度の中小企業経営構造転換促進事業（プラス補助金）の実績】 

第一弾（令和３年度採択の国の補助事業者向け） 

区分（国の補助金名） 事業計画書の受付数、補助金額 

中小企業等事業再構築促進事業補助金（通常枠、緊急事

態宣言枠等） 
226件 759,285千円 

ものづくり・商業・サービス補助金（低感染リスク型ビ

ジネス枠） 
24件 41,340千円 

小規模事業者持続化補助金（低感染リスク型ビジネス

枠） 
157件 27,753千円 

ＩＴ導入補助金（低感染リスク型ビジネス枠） 62件 20,487千円 

合 計 469件 848,865千円 

      

第二弾（令和４年度採択の国の補助事業者向け） 

区分（国の補助金名） 事業計画書の受付数、補助金額 

中小企業等事業再構築促進事業補助金（通常枠、最低

賃金枠等） 
84件 91,324千円 

ものづくり・商業・サービス補助金（回復型賃上げ・

雇用拡大枠等） 
５件 6,525千円 

合 計 89件 97,849千円 
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